
木城町等の共催等に関する規則 

 

平成２９年 ９月２５日 

規 則 第  １１  号 

 

 （目的） 

第１条 この規則は、団体がスポーツ、芸術文化、経済、教育、地域活動等の

振興若しくは福祉の増進又は地域社会の発展（以下「スポーツ、芸術文化の

振興等」という。）に寄与する事業を実施するに当たり、木城町及び木城町

教育委員会（以下「木城町等」という。）が共催、賛助又は後援（以下「共

催等」という。）をする基準及び事務取扱等について必要な事項を定めるも

のとする。 

 （定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

 ⑴ 団体 事業を主催する機関又は団体であって次に掲げるものをいう。 

ア 国、地方公共団体 

イ 国等の行政機関（独立行政法人、特殊法人、認可法人を含む。） 

ウ 地方公共団体が設立した機関又はこれに準ずる組織 

エ 公益社団法人、公益財団法人、社会福祉法人又は特定非営利活動法       

 人 

オ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定する学校 

カ 個別法に基づく組合等の組織（商工会含む。） 

キ 町内の各種団体 

ク スポーツ、芸術文化の振興等に寄与する事業を実施し、かつ、当該事 

業につき宮崎県又は宮崎県教育委員会の後援名義使用が承認されてい 

る団体 

 ⑵ 事業 講演会、展覧会、研究会、その他の集会又は催物 

 ⑶ 共催 団体と木城町等とがともに事業の主体となって、協働で短期間の

事業を行い、相互の役割分担、経費の分担及び社会的責任が求め

られる形態をいう。 

 ⑷ 賛助 団体が主催する事業のうち、町政運営に果たす役割が大きいもの

に対して、名義の使用を承諾するほか、備品の貸出しなど経費及

び人的負担をせずに行える支援をすることをいう。 

 ⑸ 後援 団体が主催する事業に対して、木城町等が事業の趣旨に賛同し、

奨励の意を表して単に名義の使用を承諾することによって支援す

ることをいう。 

 （名義の名称） 



第３条 町長が承諾する共催等の名義は、「木城町」とする。 

２ 教育長が承諾する共催等の名義は、「木城町教育委員会」とする。 

 （承諾基準） 

第４条 町長及び教育長（以下「町長等」という。）は、次の各号の全てに該

当すると認めるときは共催を、次の各号のうち(1)から(8)までの全てに該当

すると認めるときは賛助を、次の各号のうち(1)から(5)までの全てに該当す

ると認めるときは後援を承諾するものとする。 

⑴ 事業の目的及び内容が木城町等の施策の推進に寄与すると認められる 

事業であること。 

⑵ 事業の開催に当たり、公衆衛生、安全管理、災害防止等のための措置が

講じられていること。 

⑶ スポーツ、芸術文化の振興等に寄与すると認められる事業であること 

⑷ 木城町等の尊厳を損なうことがないと認められ、事業実施に伴う木城町

等の賠償責任を問わない事業であること。 

⑸ 堅実な活動実績を有し、かつ、事業の遂行能力が十分であると認められ

る者が主催する事業であること。 

⑹ 参加料等の費用を徴収する場合は、徴収の額及び目的が適正かつ明確で

あること。 

⑺ 原則として、町内で開催する事業であること。ただし、木城町等のスポ

ーツ、芸術文化の振興等又はイメージアップに、特に効果があると認めら

れる場合はこの限りでない。 

⑻ 広く町民を対象とした事業であること。ただし、木城町等のスポーツ、

芸術文化の振興等又はイメージアップに、特に効果があると認められる場

合はこの限りでない。 

⑼ 公益性の高い事業であること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当すると認められる事

業については、共催等を承諾しない。 

 ⑴ 営利を目的としているもの 

 ⑵ 法令及び公序良俗に反するもの 

 ⑶ 町政の基本方針及び計画に反するもの 

 ⑷ 木城町等の政治的中立性を損なうおそれのあるもの 

 ⑸ 木城町等の宗教的中立性を損なうおそれのあるもの 

 ⑹ 特定の団体の宣伝活動又は売名活動を主目的とするもの 

⑺ 特定の団体への加入勧奨、募金又は署名等の強要が行われるおそれの 

あるもの 

 ⑻ 一般の参加者を制限又は排除するおそれのあるもの 

⑼ 木城町暴力団排除条例（平成２３年木城町条例第１８号。以下「条例」 

という。)第２条第１項第１号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。） 



又は法人の役員若しくは団体の代表者等が条例第２条第１項第２号に規 

定する暴力団員若しくは条例第２条第１項第３号に規定する暴力団関係 

者である団体が主催若しくは共催するもの又は暴力団を利するおそれの 

あるもの 

 （共催等の申請） 

第５条 木城町等の共催等を受けようとする団体は、共催等申請書（様式第１

号）に、次に掲げる書類（賛助のうち参加料等の費用を徴収しないもの又は

後援の場合は、第５号を除く。）を添えて、共催にあっては事業実施日の６

箇月前までに、賛助にあっては事業実施日の２箇月前までに、後援にあって

は事業実施日の１箇月前までに町長等に申請しなければならない。 

 ⑴ 事業の目的及び内容を明らかにする書類（事業計画書等） 

 ⑵ 団体の規約、会則その他これらに類する書類 

 ⑶ 団体の活動実績を記載した書類 

 ⑷ 団体の役員名簿 

 ⑸ 事業に係る収支予算書 

２ 前項の場合において、第２条第１号クの団体については、宮崎県又は宮崎

県教育委員会の後援名義使用に係る承認を得たことを証するものの写しを

添付しなければならない。 

 （共催等の承諾等） 

第６条 町長等は、団体から第５条に規定する申請書の提出があった場合は、

第４条の規定によりその内容を審査し、共催等を承諾する要件に合致すると

認めるときは共催等承諾通知書（様式第２号）により、要件に合致しないと

認めるときは共催等不承諾通知書（様式第３号）により通知するものとする。 

２ 町長等は、共催等を承諾するに当たって必要に応じて条件を付すことがで

きる。 

３ 共催の承諾を受けた事業については、団体が、木城町等と団体が協議のう

え決めた木城町等と団体の負担する範囲に関する協定書を、当該事業の１０

日前までに作成し、町長等に提出しなければならない。 

 （事業の変更又は中止の届出） 

第７条 団体は、共催等の承諾を受けた後に事業が変更又は中止となった場合

は、速やかにその旨を届け出なければならない。 

 （報告） 

第８条 共催等の承諾を受けた団体は、事業が終了した日から３０日以内に共

催等事業報告書（様式第４号）を提出しなければならない。この場合におい

て、共催（賛助のうち参加料等の費用を徴収するものを含む。）の承諾を受

けた団体は、事業に係る収支決算書及び事業の開催状況が分かる写真を添付

しなければならない。 

 （承諾の取消） 



第９条 町長等は、共催等の承諾をした団体が次の各号のいずれかに該当した

場合は、その承諾を取り消し、共催等取消通知書（様式第５号）により通知

するものとする。 

 ⑴ 第４条第１項に定める承諾基準を満たさないと認めたとき。 

 ⑵ 第４条第２項に定める不承諾基準に該当すると認めたとき。 

 ⑶ 第６条第２項により付した条件に適合しないと認めたとき。 

 ⑷ 団体が解散又は事業を中止したとき。 

 ⑸ 申請書又は添付書類に虚偽があったとき。 

 ⑹ その他町長等が取消す必要があると認めたとき。 

 （事務取扱担当課） 

第10条 町長が承諾する共催等に関する事務は総務財政課において、教育長が

承諾する共催等に関する事務は教育課において行うものとする。ただし、町

長が承諾する共催について、事業の内容が総務財政課以外のものの場合は、

当該所管課と協議・協力のうえ事務を行っていくこととする。 

 

附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行し、平成３０年８月１日から適用する。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行し、平成３０年８月１日から適用する。 

 



様式第１号（第５条関係） 

 

年  月  日 

 

共 催 等 申 請 書 

 

（木城町長）又は（木城町教育委員会教育長） 殿 

 

                 （申請者） 

                  住 所 

                  団体名 

                  代表者 

 

次の事業について、共催等を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

名 義 使 用 区 分 □ 共催 ・ □ 賛助 ・ □ 後援 

他の共催・賛助・後援予定者 
 

 

事 業 の 名 称 
 

 

主 催 者 
 

 

開 催 日 時 
年  月  日（  ）   時   分から 

年  月  日（  ）   時   分まで 

開 催 場 所 
 

 

目 的 ・ 趣 旨 
 

 

事 業 の 内 容 

 

 

 

過 去 の 実 績 
□ 前回の申請（  年  月  日） 

□ 初めて申請 

責 任 者 

住所(〒   ) 

氏名 

電話 

 



様式第２号（第６条関係） 

 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

           様 

 

（木城町長）又は（木城町教育委員会教育長） 

 

共 催 等 承 諾 通 知 書 

 

年  月  日付けで申請のありました事業について、次のとおり承諾します。 

 

記 
 

１ 事業名      
 

２ 承諾名義区分  共催 ・ 賛助 ・ 後援 
 

３ 承諾名義    （木城町）又は（木城町教育委員会） 
 

４ 承諾に当っての条件 

 (1) 承諾を受けた後に事業を変更又は中止するときは、速やかにその旨を届け出

てください。 

 (2) 共催等承諾通知書を交付した後においても、規則第９条に該当すると認めた

ときは、この承諾を取消すことがあります。 

 (3) 事業の終了後、３０日以内に共催等事業報告書（共催又は賛助のうち参加料

等の費用を徴収するものの場合は、収支決算書及び事業の開催状況が分かる

写真を添付すること。）を提出してください。 

 (4) 事業実施にあたり充分な指導管理体制のもと、特に人身事故発生の未然防止

に万全を期して実施するとともに、万一事故が発生した場合は、主催者の一切

の責任において処理することとします。 

 (5) 事業実施に際しては、積極的にスポーツ、芸術文化、経済、教育、地域活動

等の振興若しくは福祉の増進又は地域社会の発展に寄与するよう留意し、特定

の政党や宗教を支持し、若しくはこれに反対するための活動又は営利を目的と

する活動をしてはなりません。 

(6) 事業実施に際しては、特定の団体への加入勧奨、募金又は署名等の強要をし 

てはなりません。 



様式第３号（第６条関係） 

 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

           様 

 

（木城町長）又は（木城町教育委員会教育長） 

 

共 催 等 不 承 諾 通 知 書 

 

年  月  日付けで申請のありました事業について、次の理由により不承諾とな

りましたので、通知します。 

 

記 

 

１ 事業名 

 

 

２ 不承諾の理由（該当するものに○） 

 
規則第４条第１項に定める承諾基準を満たさないため 

 
規則第４条第２項に定める不承諾基準に該当するため 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号（第８条関係） 

 

年  月  日 

 

共 催 等 事 業 報 告 書 

 

（木城町長）又は（木城町教育委員会教育長） 殿 

 

                 （申請者） 

                  住 所 

                  団体名 

                  代表者 

 

木城町等の共催等を受けて実施した事業が終了しましたので、次のとおり報告

します。 

名 義 使 用 区 分 □ 共催 ・ □ 賛助 ・ □ 後援 

他の共催・賛助・後援者 
 

 

事 業 の 名 称 
 

 

主 催 者 
 

 

開 催 日 時 
年  月  日（  ）   時   分から 

年  月  日（  ）   時   分まで 

開 催 場 所 
 

 

入 場 者 数 
 

 

事 業 の 成 果 

 

 

 

 

 

責 任 者 

住所(〒   ) 

氏名 

電話 



様式第５号（第９条関係） 

 

文 書 番 号 

年  月  日 

 

           様 

 

（木城町長）又は（木城町教育委員会教育長） 

 

共 催 等 承 諾 取 消 通 知 書 

 

年  月  日付け文書番号で承諾した事業について、次の理由により承諾を取り

消しますので、通知します。 

 

記 

 

１ 事業名 

 

 

２ 取り消す理由（該当するものに○） 

 
規則第４条第１項に定める承諾基準を満たさないため 

 
規則第４条第２項に定める不承諾基準に該当するため 

 
規則第６条第２項により付した条件に適合しないため 

 
団体が解散又は事業を中止したため 

 
申請書又は添付書類に虚偽があったため 

 
その他町長等が取消す必要があると認めたため 

 

※ 印刷物等にある「木城町」又は「木城町教育委員会」名義の表示を直ちに抹消し

てください。 

 


